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１．適正配置計画について 

 

（１）「北本市公共施設等総合管理計画」に基づき作成 

 公共施設等の管理に関する基本方針（方針１：施設の長寿命化、方針２：施設の機能や規模の

最適化、方針３：コストの縮減と平準化）及び「４０年間で公共施設の延床面積を今後４０年間

で５０％削減」という目標を踏まえて作成しました。 

 

（２）将来費用の再計算 

 北本市公共施設等総合管理計画において、将来費用の試算を行っていますが、より精緻なもの

とするため、再計算を行いました。 

 

（３）将来推計を実施 

人口減少が想定される中で、どのような変化がもたらされるかを想定することは重要であるた

め、将来の児童生徒数や未就学児童数等の将来推計を行った上で、検討を行いました。 

 

（４）４０年間をロードマップで明示 

 本計画では４０年間を１０年ごとの４期に分けて長期的な視点に立ち、人口将来推計を基に計

画しているが、国の施策や経済状況等により変化する可能性もあるため、計画期間に応じて、第

１期は具体的、第２期以降は概略的に示しています。今後は５年間隔を目途に計画の見直しを行

います。 

 

（５）市民の意見を反映 

 市民ニーズに合った将来の公共施設を描いていくために、市民参画推進条例に定められた市民

参画の方法をすべて実施し、広く市民の意見を聴き、適正配置計画案に反映することに努めまし

た。 

①市民事前説明会 平成３０年９月３０日及び１０月４日に実施 

②市民アンケート 平成３０年９～１０月実施  

無作為抽出の市民２０００人に対し実施、有効回収数は５９３票、有効回収率２９．７％ 

③施設利用者アンケート 平成３０年９～１１月実施  

公民館等の利用者に対し、利用目的や普段の利用状況を調査 

④市民ワークショップ 平成３０年１２月１日から平成３１年４月１３日まで計６回開催 

 これからの公共施設のあり方について「北本の未来を描こう」と題して、幅広い世代の視点で

議論 

 

（６）３つのプランでシミュレーションを実施 

適正配置を行うにあたり、３プランでシミュレーションを実施し、検討を行いました。 
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２．公共施設マネジメント実施方針 

（１）適正配置方針 

 プラン１（廃校舎利用型、市民活動交流センター４拠点） プラン２（公民館利用型） プラン３（文化センター、体育センター重視型） 

１ 魅力ある新しい公共施設像 

 子どもや孫たちに負担を残さないよう、公共施設の延べ床面積は削

減しながらも、魅力ある公共施設となるよう、市民の声を反映しながら

適正配置を行います。 

魅力ある新しい公共施設像 

 子どもや孫たちに負担を残さないよう、公共施設の延べ床面積は削

減しながらも、魅力ある公共施設となるよう、市民の声を反映しながら

適正配置を行います。 

魅力ある新しい公共施設像 

 子どもや孫たちに負担を残さないよう、公共施設の延べ床面積は削減

しながらも、魅力ある公共施設となるよう、市民の声を反映しながら適

正配置を行います。 

２ 施設機能の維持 

施設を廃止した場合にも、他の施設に機能移転等を行い、機能は継

続することを基本とします。 

施設機能の維持 

 施設を廃止した場合にも、他の施設に機能移転等を行い、機能は継

続することを基本とします。 

施設機能の維持 

 施設を廃止した場合にも、他の施設に機能移転等を行い、機能は継続

することを基本とします。 

３ 新たな市民ニーズの反映 

市民アンケートや市民ワークショップにおいて、交流の場、子育て

の場、放課後の居場所等の自由に使用できる空間や、自習のための場

を求める声が挙げられました。（仮）市民活動交流センターには、交

流の場、学習室等を設けます。 

新たな市民ニーズの反映 

市民アンケートや市民ワークショップにおいて、交流の場、子育ての

場、放課後の居場所等の自由に使用できる空間や、自習のための場を求

める声が挙げられました。（仮）市民活動交流センターには、交流の場、

学習室等を設けます。 

新たな市民ニーズの反映 

市民アンケートや市民ワークショップにおいて、交流の場、子育ての

場、放課後の居場所等の自由に使用できる空間や、自習のための場を求

める声が挙げられました。（仮）市民活動交流センターには、交流の

場、学習室等を設けます。 

４ 施設の長寿命化及び延命化 

 耐用年数については、基本的に施設の大規模改修工事を行うことで

長寿命化を行い、鉄筋コンクリート造は６０年、鉄骨造は６０年、軽

量鉄骨造・木造・簡易建築物は４０年とします。継続とする学校、庁

舎、駅、文化センター、（仮）市民活動交流センターについては、延

命化を行い８０年とします。継続としない場合は、大規模改修工事を

実施せずに、減価償却の耐用年数未満でも廃止する場合もあります。 

施設の長寿命化及び延命化 

 耐用年数については、基本的に施設の大規模改修工事を行うことで

長寿命化を行い、鉄筋コンクリート造は６０年、鉄骨造は６０年、軽

量鉄骨造・木造・簡易建築物は４０年とします。継続とする学校及び

公民館、庁舎、駅、文化センター、（仮）市民活動交流センターにつ

いては、延命化を行い８０年とします。継続としない場合は、大規模

改修工事を実施せずに、減価償却の耐用年数未満でも廃止する場合も

あります。 

 

施設の長寿命化及び延命化 

 耐用年数については、基本的に施設の大規模改修工事を行うことで長

寿命化を行い、鉄筋コンクリート造は６０年、鉄骨造は６０年、軽量鉄

骨造・木造・簡易建築物は４０年とします。継続とする学校及び公民

館、庁舎、駅、文化センター、体育センター、（仮）市民活動交流セン

ターについては、延命化を行い８０年とします。継続としない場合は、

大規模改修工事を実施せずに、減価償却の耐用年数未満でも廃止する場

合もあります。 

５ 広域避難所の確保 

 災害の際の広域避難所として、小学校８校、中学校４校、文化セン

ター、体育センターを指定していますが、施設の削減を行う中でも必

要避難所数（人口減少を見込んだ必要数）を確保します。 

 広域避難所の確保 

 災害の際の広域避難所として、小学校８校、中学校４校、文化センタ

ー、体育センターが指定していますが、施設の削減を行う中でも必要避

難所数（人口減少を見込んだ必要数）を確保します。 

６ 学校施設の有効活用（４カ所活用） 

今後は人口減少により、小中学校の統廃合が必要となってくること

が推計されました。学校施設については、大規模な敷地を有し、校舎・

体育館については耐震化及び大規模改修工事が進められており、また

広域避難所に指定しています。そのため、廃校となった学校施設を積極

的に有効活用し、他の施設への転用を図ります。 

 学校施設の有効活用（２カ所活用） 

今後は人口減少により、小中学校の統廃合が必要となってくることが

推計されました。学校施設については、大規模な敷地を有し、校舎・体

育館については耐震化及び大規模改修工事が進められており、また広域

避難所に指定しています。そのため、廃校となった学校施設を積極的に

有効活用し、他の施設への転用を図ります。 

７ ４つの（仮）市民活動交流センターの整備 

 広い敷地と施設を有する学校を活用した（仮）市民活動交流センタ

ー及び（仮）体育機能重視型市民活動交流センターを段階的に２カ所

公民館の維持と（仮）市民活動交流センターの整備 

 広い敷地と施設を有する学校を活用した市民活動交流センターを１

カ所整備します。 

２つの（仮）市民活動交流センターの整備 

広い敷地と施設を有する学校を活用した市民活動交流センターを段階

的に２カ所整備します。公民館については市民活動交流センターに集約
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公民館
健康増進
センター

体育
センター

生涯学習機能
体育機能
図書室機能
集会室機能

娯楽機能（将棋・囲碁等）
グラウンドゴルフ

高齢者サロン

貸部屋機能
トレーニング室機能（一部のみ）

複合化し公共施設を集めることで、高齢者や子
どもの居場所づくり、利用者相互の交流や新た
な活動のきっかけづくりなどが期待できます。

移設可能な
公共施設機能

新たなニーズ
学校施設を使うこと
での強化できる機能

点在している
関連団体等

・市民交流
・コミュニティ活動室
・ギャラリー
・学習室 等

・防災倉庫
・ボランティアセンター

等

・地域包括支援センター
等

廃校舎を利用した(仮)市民活動交流センター（体育機能重視型含む）イメージ

ずつ設け、計４カ所整備します。（仮)市民活動交流センターには８地

域のコミュニティ活動室を設けます。 

公民館については、（仮）市民活動交流センターに集約した施設以外

は継続とします。 

するものの、東西バランス、利用距離を考慮し勤労福祉センターは更新

を行います。 

８ シンボル的施設である文化センターの維持 

 本市のシンボル的な施設である文化センターは、ホール機能、図書館

機能、生涯学習機能、プラネタリウムを有しており、市民アンケートに

おける利用状況調査においても、最も利用されている施設であるため、

重要度が高いと判断し基本は継続とします。 

シンボル的施設である文化センターの維持 

 本市のシンボル的な施設である文化センターは、ホール機能、図書館

機能、生涯学習機能、プラネタリウムを有しており、市民アンケートに

おける利用状況調査においても、最も利用されている施設であるため、

重要度が高いと判断し基本は継続とします。 

シンボル的施設である文化センターの維持 

 本市のシンボル的な施設である文化センターは、ホール機能、図書館

機能、生涯学習機能、プラネタリウムを有しており、市民アンケートに

おける利用状況調査においても、最も利用されている施設であるため、

重要度が高いと判断し基本は継続とします。 

９ 体育センターの機能移転 

 体育センターは廃止するものの、広い校庭及び体育館、柔剣道場を

有する中学校を活用し、機能移転を行い、（仮）体育機能重視型市民

活動交流センターを２カ所整備します。 

トレーニング室の機能移転 

 体育センターは廃止するものの、トレーニング室機能は市民活動交

流センター及び勤労福祉センターに機能移転を行います。 

シンボル的施設である体育センターの維持 

体育センターは、本市のシンボル的な施設であり、大きなイベントな

どには必要な施設です。 

 市民アンケートでも、文化センター、農業ふれあいセンターに次いで

利用されている施設であり、費用対効果も高いため継続とします。 

 

（２）（仮）市民活動交流センターについて 

広い敷地と施設を有し、施設整備も比較的進んでいる学校を利活用するために、廃校となった場合

は、生涯学習機能や図書機能、学習機能、体育機能、集会機能、市民交流、ギャラリー、娯楽機能等

を集めた複合施設が（仮）市民活動交流センターです。その効果は施設面積の削減のみならず、様々

な目的を持った市民が集まり、利用者相互の交流や新たな活動のきっかけづくりなどが期待されま

す。また、広域避難所の確保が可能となります。下記の機能を入れることが想定されます。 

 

・(仮)市民活動交流センター：小学校利用 

 教室、特別教室を利用した生涯学習機能 
 体育館、校庭を利用した体育機能 
 図書室、学習室、ギャラリー 
 高齢者サロン、娯楽室（囲碁、将棋等） 
 コミュニティ活動室、 
 地域包括支援センター、ボランティアセンター等 
 防災倉庫 

   

・（仮）体育機能重視型市民活動交流センター：中学校利用 

 教室、特別教室を利用した生涯学習機能 
 トレーニング室 
 校庭利用（グラウンドゴルフ、ウォーキングコース等） 
 体育館、柔剣道場を利用した体育機能 
 図書室、学習室、ギャラリー 
 高齢者サロン、娯楽室（囲碁、将棋等） 
 コミュニティ活動室 
 地域包括支援センター、ボランティアセンター等 
 防災倉庫 
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３．適正配置の方向性案 

 学校の利活用、公民館等の方向性、シンボル的施設の方向性を定めるために、削減目標及

び将来費用を鑑みながら、機能をできるだけ維持した適正配置の方向性を考え、３案を示しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 ４０年間を４期で分けて１期１０年で設定しています。 

第１期：2020～2029 年、 第２期：2030～2039 年 

第３期：2040～2049 年、 第４期：2050～2059 年 

 

【試算条件】（公共施設） 

・この試算については４０年という長い期間の概算金額を試算するために計算しております。今

後作成する個別施設計画や実際の費用とは異なる可能性があります。基本は総務省の示す類型別

単価を使用し、２０２０年から４０年間の大規模改修工事（一部中規模改修工事も含む）と更新

費のみを試算したものです。廃止とした際の解体費及び土地売却費は含みません。 

・鉄筋コンクリート造・鉄骨造６０年、軽量鉄骨造・木造・簡易建築物４０年で更新を行うこと

を基本とし、学校（市民活動交流センターを含む）、庁舎、駅、文化センター、体育センター、公

民館については、継続する場合には８０年の耐用年数としました。 

・６０年の耐用年数とした場合は、鉄筋コンクリート造・鉄骨造は３０年、軽量鉄骨造・木造は

２０年目で大規模改修工事を実施し、８０年とした場合には鉄筋コンクリート造・鉄骨造は４０

年で長寿命化改修工事（大規模改修工事）を行い、２０年目及び６０年目に中規模改修工事を行

うものとしました。簡易建築物は大規模改修工事を行いません。 

・更新及び大規模改修工事を実施する時期を経過しても、実施していない施設は、積み残しとし

て算出します。ただし、計画開始の２０２０年から１０年以内に大規模改修工事もしくは建て替

えが予定している場合には、積み残しをなしとしました。 

・簡易建築物は駐輪場、軽量鉄骨造又は木造の物置等を設定し、更新費１５０千円/㎡とします。 

・廃止と設定した期の前期（１０年以内）に改修工事が見込まれる場合については、その改修工

事はなしとしました。 

・小中学校の３０・４０年目の試算については仮で学校を設定して計算しています。「検討」とし

たものについては、実行すると仮定して計算しています。 

・小学校の更新については、校舎面積は４割削減としています。（仮）市民活動交流センターの更

新の際には、校舎面積は３割削減、体育館は２割削減としています。（仮）体育機能重視型市民活

動交流センターの更新の際には、校舎面積は５割削減としています。 

プラン１  廃校舎利用型、市民活動交流センター４拠点 

プラン２  公民館重視型 

プラン３  文化センター、体育センター重視型 
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【試算条件】（インフラ施設） 

・道路は１５年サイクル、橋りょうは６０年サイクルで更新を行います。 

・公共下水道は北本市公共下水道ストックマネジメント計画（平成３１年２月策定）に基づいて

試算した事業費を平均した額で計上しています。 

・更新（建替え）に必要な費用の算出には、総務省のホームページで公開している更新費用試算 

ソフトの単価を踏まえて設定しています。（公共下水道を除く。） 
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（１）プラン１（廃校舎利用型、市民活動交流センター４拠点） 

①配置の考え方・ロードマップ 

 
４０年後の学校数について

は、中学校は１校、小学校は４

校と想定しています。廃校と

なる学校については、市街化

調整区域が多く、土地の売却

が困難であり、整備も進んで

いるものが多いため、公民館

等を集約することとし、加え

て他施設との複合化を図り

（仮）市民活動交流センター

及び（仮）体育機能重視型市民

活動交流センターを整備する

ものとします。体育センター

は第２期に（仮）体育機能重視

型市民活動交流センターを２

カ所設置した時点で廃止を検

討します。 

 

2020 2021 2022 2023 2024 後期 前期 後期

中丸小学校（438） 継続

石戸小学校（274） 栄小学校と統合、継続

南小学校（386） 継続

栄小学校（63） 石戸小と統合

北小学校（418） 継続

西小学校（573） 継続

東小学校（433） 継続

中丸東小学校（217）

児童数の減少がみられるため、学校施設の適正規模に関する基本方針に基づき、統廃合を検討

北本中学校（546） 継続

東中学校（503） 継続

西中学校（155）

生徒数の減少がみられるため、学校施設の適正規模に関する基本方針に基づき、統廃合を検討

宮内中学校(316)

生徒数の減少がみられるため、学校施設の適正規模に関する基本方針に基づき、統廃合を検討

コミュニティセンター 栄小校舎を活用、市民活動交流センターに機能移転

勤労福祉センター 栄小校舎を活用、市民活動交流センターに機能移転（一時的）

南部公民館 市民活動交流センターに機能移転を検討

東部公民館 市民活動交流センターに機能移転を検討

西部公民館 市民活動交流センターに機能移転を検討

北部公民館 市民活動交流センターに機能移転を検討

中丸公民館 市民活動交流センターに機能移転を検討

学習センター 市民活動交流センターに機能移転を検討

体育機能重視型市民活動交流センターに機能移転を検討

継続

継続とするが、浴室設備については廃止とする。

継続

市民活動交流センターに機能移転、浴室設備については廃止とする。

廃校する学校への機能移転を検討

保健センター 栄小学校校舎を活用（機能移転）

母子健康センター 栄小学校校舎を活用（機能移転）

中央保育所 こども課の基本方針の通り、栄保育所と集約化し建替え

栄保育所 こども課の基本方針の通り、中央保育所と集約化し建替え

東保育所 継続

深井保育所 こども課の基本方針の通り、存続又は閉所など総合的に勘案しながら検討

継続

小学校の統廃合とともに廃止を検討

継続

継続

台原住宅 継続、更新はしない

山中住宅 継続、更新はしない

継続

継続

※小中学校名称のカッコ内数字は、令和元年４月の児童生徒数を示す。

市役所

児童館

学童保育室

あすなろ学園

ふれあいの家

保

健

市

営

住

宅

児童発達支援センター

保

育

所

公

民

館

総合福祉センター

農業ふれあいセンター

健康増進センター

文化センター

体育センター

野外活動センター

小

学

校

中

学

校

施設

実施計画

第１期

長期ビジョン

第１期の方向性 第２期
第３期 第４期

廃校し市民活動交流センターとして複合化 コミュニティセンター、勤労福祉センター、保健センター、

母子健康センター、郷土資料室、健康増進センター 学校施設の適正規模に関する基本方針に基づき、統廃合を
検討

廃校となる場合は市民活動交流センターとして複合化を検討

廃校した場合は体育機能重視型市民交流センターとして複合化を検討

複合化

学校施設の適正規模に関する基本方針に基づき、統廃合を検討

学校施設の適正規模に関する基本方針に基づき、統廃合を検討

市民活動交流センターに機能移転

体育機能重視型市民活動交流センターに機能移転を検討

市民活動交流センターに機能移転

機能移転し複合化

機能移転し複合化

学校施設の適正規模に関する基本方針に基づ
き、統廃合を検討

小学校の統廃合とともに廃止を検討

市民活動交流センターに機能移転

廃校した場合は体育機能重視型市民交流センターとして複合化を検討

廃校する学校への機能移転を検討

学校施設の適正規模に関する基本方針に基づき、統廃合を検討

廃校した場合は体育機能重視型市民交流センターとして複合化を検討

市民活動交流センターに機能移転を検討する

存続又は閉所など総合的に勘案しながら検討

基本計画 設計 工事 集約化
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②配置イメージ 

・１シンボル４拠点 

・体育センターなし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③メリット・デメリット 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（デメリット） 

◆ 公民館を集約化させることで、遠くなる地域も出てきます。 

◆ 各地域にあるコミュニティ圏域との整合がとれなくなります 

◆ 体育センターの機能は(仮)体育機能重視型市民活動交流センターに移転するものの、メ

インアリーナを使用した大きなイベントができなくなります。 

◆ ほとんどの拠点施設は、市街化調整区域に立地するため周囲人口が多い地域から距離が

離れます。 

 

（メリット） 

◆ 学校の様々な機能が有効活用できます。 

◆ 市民交流の拠点をつくることで、新たな交流が生まれます。 

◆ 人口に応じた広域避難所の維持ができます。                            

１２校+２シンボル→５校+４拠点+1 シンボル 

  2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 

必要避難所数 14 13.6 13 12.2 11.4 10.7 9.9 9.1 8.3 

プラン１ 14 14 14 14 13 12 11 10 10 

◆ 拠点施設とすることで、１施設に対する利用者が増加し、バス運行がしやすくなります。 

◆ 体育機能を西側の地域にも設置できます。 

◆ 土地活用が困難な市街化調整区域の学校を有効活用できます。小さい敷地を売却でき

ます。 

 

拠点Ａ 

拠点Ｂ（体育機能重視型） 

拠点Ｃ（体育機能重視型） 

拠点Ｄ 

駅 

文化センター 

活用しない学校数（想定） 40年後の学校数（想定） 

中学校 小学校 小学校 小学校 小学校 

地域 

線路 
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④将来更新費用 

 

※財政上の上限額（赤点線）：１２．７億円/年  

 上限額との差額：３．６億円/年の超過  

 

 

 

◆延床面積削減割合 45.6%
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（２）プラン２（公民館重視型） 

①配置の考え方・ロードマップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本的に各地域の公民館を

維持していくことを基本とし

たプランです。栄小学校は

（仮）市民活動交流センター

とし、コミュニティセンター、

学習センター、保健センター、

母子保健センター、郷土資料

室、トレーニング室等の複合

施設とします。勤労福祉セン

ターはトレーニング室機能を

増強し建替えます。体育セン

ターは第２期に廃止を検討し

ます。４０年後の学校数につ

いては、中学校は１校、小学校

は４校と想定し、廃校した学

校については、利用せずに売

却等を進めます。 

2020 2021 2022 2023 2024 後期 前期 後期

中丸小学校（438） 継続

石戸小学校（274） 栄小学校と統合、継続

南小学校（386） 継続

栄小学校（63） 石戸小と統合

北小学校（418） 継続

西小学校（573） 継続

東小学校（433） 継続

中丸東小学校（217）

児童数の減少がみられるため、学校施設の適正規模に関する基本方針に基づき、統廃合を検討

北本中学校（546） 継続

東中学校（503） 継続

西中学校（155）

生徒数の減少がみられるため、学校施設の適正規模に関する基本方針に基づき、統廃合を検討

宮内中学校(316)

生徒数の減少がみられるため、学校施設の適正規模に関する基本方針に基づき、統廃合を検討

コミュニティセンター 栄小校舎を活用、市民活動交流センターに機能移転

勤労福祉センター 栄小校舎を活用、市民活動交流センターに機能移転（一時的）、その後トレーニング機能を追加し建替え

南部公民館 継続

東部公民館 継続

西部公民館 継続

北部公民館 継続

中丸公民館 継続

学習センター 市民活動交流センターに機能移転を検討

市民活動交流センターに機能移転、機能移転後5年以内に廃止を検討

継続

継続とするが、浴室設備については廃止とする。

継続

市民活動交流センター、公民館に機能移転、浴室設備については廃止とする。

継続

保健センター 栄小学校校舎を活用（機能移転）

母子健康センター 栄小学校校舎を活用（機能移転）

中央保育所 こども課の基本方針の通り、栄保育所と集約化し建替え

栄保育所 こども課の基本方針の通り、中央保育所と集約化し建替え

東保育所 継続

深井保育所 こども課の基本方針の通り、存続又は閉所など総合的に勘案しながら検討

継続

小学校の統廃合とともに廃止を検討

継続

継続

台原住宅 継続、更新はしない

山中住宅 継続、更新はしない

継続

継続

※小中学校名称のカッコ内数字は、令和元年４月の児童生徒数を示す。

児童館

農業ふれあいセンター

健康増進センター

総合福祉センター

保

健

保

育

所

児童発達支援センター

学童保育室

あすなろ学園

ふれあいの家

市

営

住

宅

市役所

野外活動センター

施設 第１期の方向性

実施計画 長期ビジョン

第１期 第２期
第３期 第４期

小

学

校

中

学

校

公

民

館

体育センター

文化センター

廃校し市民活動交流センターとして複合化、トレーニング室を設置 コミュニティセンター、勤労福祉センター、

保健センター、母子健康センター、郷土資料室、健康増進センター
学校施設の適正規模に関する基本方針に基づき、統廃合を

検討

廃校した場合は活用せずに売却等を検討

複合化

学校施設の適正規模に関する基本方針に基づき、統廃合を検討

市民活動交流センターに機能移転

体育機能重視型市民活動交流センターに機能移転を検
討

市民活動交流センターに機能移転

機能移転し複合化

機能移転し複合化

学校施設の適正規模に関する
基本方針に基づき、統廃合を

検討

小学校の統廃合とともに廃止を検討

廃校した場合は活用せずに売却等を検討

学校施設の適正規模に関する
基本方針に基づき、統廃合を

検討

一時移転、建替え

廃校となる場合は活用せずに売却等を検討

学校施設の適正規模に関する基本方針に基づき、統廃合を検討

市民活動交流センターに機能移転を検討

存続又は閉所など総合的に勘案しながら検討

基本計画 設計 工事 集約化
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②配置イメージ 

・１シンボル１拠点６公民館 

・体育センターなし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③メリット・デメリット 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（メリット） 

◆ 北本市の特徴である各地域コミュニティ圏域に１つずつある公民館を、比較的維持でき

ます。 

◆ 東側と西側にトレーニング室機能が設置されます。 

◆ 公民館が身近にあり、近隣住民は利用しやすいです。 

（デメリット） 

◆ 広域避難所が必要避難所数に満たなくなります。 

１２校+2 シンボル→５校+１拠点+１シンボル 

  2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 

必要避難所数 14 13.6 13.0 12.2 11.4 10.7 9.9 9.1 8.3 

プラン２ 14 14 14 13 10 9 8 7 7 

◆ 学校は大規模改修工事を実施した起債の償還期限までに財産処分する場合には、繰上

償還が必要となります。 

◆ 市街化調整区域の学校は、開発による手法がないため有効に売却できません。 

◆ 体育センターのメインアリーナを使用した大きなイベントができなくなります。 

◆ 一部の公民館は複合施設となり、他の公民館のバランスが取れません。 

公民館Ｂ

駅 

公民館Ｄ+トレーニング

公民館Ｃ

公民館Ａ 公民館Ｅ

公民館Ｆ

文化センター 

拠点Ａ+トレーニング 

中学校 小学校 小学校 小学校 小学校 

活用しない学校数（想定） 40年後の学校数（想定） 

地域 

線路 
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④将来更新費用 

 

 

※財政上の上限額（赤点線）：１２．７億円/年 

上限額との差額：３．６億円/年の超過  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆延床面積削減割合 47.8%
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（３）プラン３（文化センター、体育センター重視型） 

①配置の考え方・ロードマップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文化センター及び体育セ

ンターを維持していくこと

を基本としたプランです。４

０年後の学校数については、

中学校は１校、小学校は４校

と想定し、廃校とした学校に

ついては公民館を集約し、加

えて他施設との複合化を図

り、２カ所の市民活動交流セ

ンターを整備します。勤労福

祉センターは図書機能を増

強し更新を行います。その他

の学校については、利用せず

に売却等を進めます。 

 

2020 2021 2022 2023 2024 後期 前期 後期

中丸小学校（438） 継続

石戸小学校（274） 栄小学校と統合、継続

南小学校（386） 継続

栄小学校（63） 石戸小と統合

北小学校（418） 継続

西小学校（573） 継続

東小学校（433） 継続

中丸東小学校（217）

児童数の減少がみられるため、学校施設の適正規模に関する基本方針に基づき、統廃合を検討

北本中学校（546） 継続

東中学校（503） 継続

西中学校（155）

生徒数の減少がみられるため、学校施設の適正規模に関する基本方針に基づき、統廃合を検討

宮内中学校(316)

生徒数の減少がみられるた、学校施設の適正規模に関する基本方針に基づき、統廃合を検討

コミュニティセンター 栄小校舎を活用、市民活動交流センターに機能移転

勤労福祉センター 図書機能を追加し、建替え

南部公民館 市民活動交流センターに機能移転を検討

東部公民館 市民活動交流センターに機能移転を検討

西部公民館 市民活動交流センターに機能移転を検討

北部公民館 市民活動交流センターに機能移転を検討

中丸公民館 市民活動交流センターに機能移転を検討

学習センター 市民活動交流センターに機能移転を検討

継続

継続

継続とするが、浴室設備については廃止とする。

継続

市民活動交流センターに機能移転、浴室設備については廃止とする。

廃校する学校への機能移転を検討

保健センター 栄小学校校舎を活用（機能移転）

母子健康センター 栄小学校校舎を活用（機能移転）

中央保育所 こども課の基本方針の通り、栄保育所と集約化し建替え

栄保育所 こども課の基本方針の通り、中央保育所と集約化し建替え

東保育所 継続

深井保育所 こども課の基本方針の通り、存続又は閉所など総合的に勘案しながら検討

継続

小学校の統廃合とともに廃止を検討

継続

継続

台原住宅 継続、更新はしない

山中住宅 継続、更新はしない

継続

継続

※小中学校名称のカッコ内数字は、令和元年４月の児童生徒数を示す。

児童館

農業ふれあいセンター

健康増進センター

総合福祉センター

保

健

保

育

所

児童発達支援センター

学童保育室

あすなろ学園

ふれあいの家

市

営

住

宅

市役所

野外活動センター

施設 第１期の方向性

実施計画 長期ビジョン

第１期 第２期
第３期 第４期

小

学

校

中

学

校

公

民

館

体育センター

文化センター

廃校し市民活動交流センターとして複合化 コミュニティセンター、トレーニング機能、保健センター、

母子健康センター、郷土資料室、健康増進センター
学校施設の適正規模に関する基本方針に基づき、統廃合を

検討

廃校となる場合は市民活動交流センターとして複合化を検討

複合化

学校施設の適正規模に関する基本方針に基づき、統廃合を検討

学校施設の適正規模に関する基本方針に基づき、統廃合を検
討

市民活動交流センターに機能移転

市民活動交流センターに機能移転

機能移転し複合化

機能移転し複合化

学校施設の適正規模に関する
基本方針に基づき、統廃合を

検討

小学校の統廃合とともに廃止を検討

建替え

廃校した場合は体育機能重視型市民交流センターとして複合化を検討

廃校する学校への機能移転を検討

学校施設の適正規模に関する
基本方針に基づき、統廃合を

検討

廃校した場合は活用せずに売却等を検討

廃校した場合活用せずに売却等を検討

市民活動交流センターに機能移転を検討する

存続又は閉所など総合的に勘案しながら検討

基本計画 設計 工事 集約化
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②配置イメージ 

・２シンボル２拠点１公民館 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③メリット・デメリット 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（メリット） 

◆ シンボル的な施設である文化センターと体育センターを維持できます。 

◆ 拠点として市民活動交流センターを２カ所設置できます。 

◆ 栄小学校にはトレーニング室を設けることで、西側にも体育機能を設けることができま

す。 

◆ 人口に応じた広域避難所が確保できます。 

１２校+２シンボル→５校+２拠点+２シンボル 

  2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 

必要避難所数 14 13.6 13.0 12.2 11.4 10.7 9.9 9.1 8.3 

プラン３ 14 14 14 14 12 11 10 9 9 

◆ 勤労福祉センターに図書機能が増強されます。 

（デメリット） 

◆ 拠点となる市民活動交流センターと公民館が共存するため、差が生じてしまいます。 

◆ 公民館８館が、市民活動交流センター２拠点と公民館１館になります。 

◆ 学校は大規模改修工事を実施した起債の償還期限に財産処分を行う場合は、繰り上げ

償還が必要となります。 

◆ 市街化調整区域の学校は、開発による手法がないため有効に売却できない可能性が高

いです。 

駅 

公民館Ａ+図書

 

文化センター 体育センター 

拠点Ａ+トレーニング 

拠点Ｂ 

中学校 小学校 小学校 小学校 小学校 

活用しない学校数（想定） 40年後の学校数（想定） 

地域 

線路 



14 

 

④将来更新費用 

 

※財政上の上限額（赤点線）：１２．７億円/年  

 上限額との差額：３．４億円/年の超過  

 

 ◆延床面積削減割合 46.8%


